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1.  平成22年1月期第2四半期の連結業績（平成21年2月1日～平成21年7月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年1月期第2四半期 1,334 △3.6 22 △68.3 8 △85.2 33 557.9
21年1月期第2四半期 1,384 △16.3 69 △55.2 55 △61.6 5 △93.2

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年1月期第2四半期 2.87 ―

21年1月期第2四半期 0.43 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年1月期第2四半期 6,992 2,395 34.3 203.60
21年1月期 7,133 2,387 33.5 202.60

（参考） 自己資本   22年1月期第2四半期  2,395百万円 21年1月期  2,387百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年1月期 ― ― ― 2.00 2.00

22年1月期 ― ―

22年1月期 
（予想）

― 2.00 2.00

3.  平成22年1月期の連結業績予想（平成21年2月1日～平成22年1月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 2,777 △20.5 △32 ― △60 ― △39 ― △3.35
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

（注）詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】 4.その他をご覧ください。 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
(注）詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】 4.その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、3ページ【定性的情報・財務諸表等】 4.その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績予想につきましては、本資料発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、 
実際の業績は今後様々の要因によって予想値と異なる場合があります。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年1月期第2四半期 12,000,000株 21年1月期  12,000,000株

② 期末自己株式数 22年1月期第2四半期  236,409株 21年1月期  216,762株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年1月期第2四半期 11,772,402株 21年1月期第2四半期 11,826,943株
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当第2四半期連結累計期間（平成21年2月1日～平成21年7月31日）における我が国の経済は、昨年来の金
融危機の影響により、企業収益の大幅な減少や、それに伴う設備投資の抑制、雇用情勢の悪化など、厳し
い経済不況下におかれました。当社グループの属する映像制作業界におきましても、これらの影響により
広告不況が深刻さを増し、放送業界全体が低迷する中、経営環境は一段と悪化しております。 
  当社及び当社グループにおいては、事業の２大柱である映像事業、スタジオ経営事業ともに、テレビキ
ー局及び主要テレビ局の経費削減の影響を強く受けております。 
  このような状況の下、映像事業部門におきましては、番組発注の縮小や制作費の削減などが見受けら
れ、受注競争も極めて激化しましたが、持続的なきめ細かい営業努力により、当第2四半期連結累計期間
の売上高は、552百万円（前年同期比7.2%増）となりました。 
 スタジオ経営事業部門におきましては、２つのテレビ局との長期賃貸借契約のスタジオ収入に関しては
付帯収入を含め順調に推移いたしました。しかしながら、自主運営の短期レンタルスタジオ事業に関しま
しては、本年３月末に当社と日本テレビ放送網㈱との年間レンタル契約が終了したことに伴い大幅な減収
となりました。 
 この結果、当第2四半期連結累計期間におけるスタジオ経営事業部門の売上高は、781百万円（前年同期
比10.1%減）となりました。 
 以上により、当第2四半期連結累計期間における当社グループの売上高は1,334百万円(前年同期比3.6%
減)、営業利益は22百万円（前年同期比68.3％減）、経常利益は8百万円（前年同期比85.2％減）となりま
したが、特別利益として役員退職慰労引当金戻入額及び受取保険金による計48百万円を計上したことによ
り、当期純利益は33百万円（前年同期比557.9％増）となりました。 

  

(1) 資産、負債及び純資産の状況 
 当第2四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて141百万円減少し、6,992百万円と
なりました。これは主に、仕掛品の増加と現金及び預金、売掛金、有形固定資産の減価償却等による減少
の差額によるものです。負債は、前連結会計年度末に比べて149百万円減少し、4,596百万円となりまし
た。負債の減少額の主なものは、長期借入金及び長期預り保証金の減少によるものです。 
 また株主資本は、利益剰余金の増加により1,775百万円となり、これらの結果、自己資本比率は
34.3％、1株当り純資産額は203円60銭となりました。 
  
(2) キャッシュ・フローの状況 

当第2四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末と
比べ60百万円減少し342百万円となりました。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
当第2四半期連結累計期間において営業活動の結果得られた資金は84百万円となりました。法人税等の支
払58百万円等による減少がありましたが、減価償却費の増加93百万円、売上債権の減少額74百万円等によ
る増加があったことにによるものです。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
当第2四半期連結累計期間において投資活動の支出は有形固定資産の取得等によるものです。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当第2四半期連結累計期間において財務活動の結果支出した資金は144百万円となりました。これは長期借
入金の返済及び長期預り保証金の返還が各々60百万円、配当金の支払22百万円による資金の支出があった
ことによるものであります。 

平成22年1月期の業績予想につきましては、平成21年3月13日に公表いたしました業績予想を修正し 
ております。詳細につきましては、平成21年9月4日付公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参
照下さい。 
なお、上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したも
のであり、今後の諸要因によって予想数値と異なる場合があります。 
  
  

・定性的情報・財務諸表等

1. 連結経営成績に関する定性的情報

2. 連結財政状態に関する定性的情報

3. 連結業績予想に関する定性的情報
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(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 
  該当事項はありません。 
  

 １．簡便な会計処理 
  固定資産の減価償却費の算定方法 
   定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して 
  算定する方法によっております。 
 ２．四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 
  該当事項はありません。 
  

 ① 四半期財務諸表に関する会計基準の適用 
    当連結会計年度より、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成19 

   年３月14日 企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企 
   業会計基準委員会平成19年３月14日 企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。ま 
   た、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 
 ② リース取引に関する会計基準等の適用 

     所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じ 
   た会計処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準委員会 
    平成19年３月30日企業会計基準第13号）及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（ 
   企業会計基準委員会 平成19年３月30日 企業会計適用指針第16号）が平成20年４月１日以後 
   開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったこ 
   とに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に 
   係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー 
   ス資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額 
   法を採用しております。 
    なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引及 
   びリース料総額が3百万円以下の企業の事業内容に照らして重要性の乏しい所有権移転外フ 
   ァイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引続 
   き採用しております。 
    また、これによる損益に与える影響はありません。 
       
    
     
  
  

  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  

4. その他

  (2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

 (3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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5.【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年１月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 342,127 402,339

受取手形及び売掛金 254,337 289,006

商品 4,020 2,094

仕掛品 133,869 52,027

映像使用権及び製作品 6,083 8,641

その他 17,812 27,154

貸倒引当金 △444 △125

流動資産合計 757,807 781,137

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 3,086,646 3,154,197

土地 2,677,062 2,677,062

その他（純額） 173,858 198,976

有形固定資産合計 5,937,567 6,030,235

無形固定資産 61,272 61,296

投資その他の資産 235,373 260,919

固定資産合計 6,234,213 6,352,451

資産合計 6,992,020 7,133,589

負債の部   

流動負債   

買掛金 138,957 113,835

1年内返済予定の長期借入金 120,000 120,000

未払法人税等 14,707 63,267

1年内返還予定の預り保証金 120,000 120,000

賞与引当金 10,000 10,262

その他 170,822 152,241

流動負債合計 574,487 579,607
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年７月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年１月31日) 

固定負債   

長期借入金 1,450,000 1,510,000

退職給付引当金 111,991 123,553

役員退職慰労引当金 14,507 27,012

長期預り保証金 2,002,558 2,062,558

再評価に係る繰延税金負債 413,044 413,044

その他 30,340 30,565

固定負債合計 4,022,442 4,166,734

負債合計 4,596,929 4,746,341

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,100,000 1,100,000

資本剰余金 154,304 154,304

利益剰余金 559,794 549,540

自己株式 △38,574 △36,164

株主資本合計 1,775,524 1,767,680

評価・換算差額等   

土地再評価差額金 619,566 619,566

評価・換算差額等合計 619,566 619,566

純資産合計 2,395,091 2,387,247

負債純資産合計 6,992,020 7,133,589
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年７月31日) 

売上高 1,334,423

売上原価 1,027,384

売上総利益 307,038

販売費及び一般管理費 284,916

営業利益 22,121

営業外収益  

受取利息 31

受取配当金 250

その他 239

営業外収益合計 521

営業外費用  

支払利息 14,470

営業外費用合計 14,470

経常利益 8,172

特別利益  

役員退職慰労引当金戻入額 8,025

受取保険金 40,622

特別利益合計 48,647

特別損失  

投資有価証券評価損 500

特別損失合計 500

税金等調整前四半期純利益 56,319

法人税、住民税及び事業税 12,773

法人税等調整額 9,726

法人税等合計 22,499

四半期純利益 33,820
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【第２四半期連結会計期間】 

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年５月１日 
 至 平成21年７月31日) 

売上高 659,740

売上原価 527,039

売上総利益 132,700

販売費及び一般管理費 149,034

営業損失（△） △16,334

営業外収益  

受取利息 0

受取配当金 250

その他 100

営業外収益合計 350

営業外費用  

支払利息 7,234

営業外費用合計 7,234

経常損失（△） △23,217

特別利益  

受取保険金 40,622

特別利益合計 40,622

税金等調整前四半期純利益 17,405

法人税、住民税及び事業税 △602

法人税等調整額 11,330

法人税等合計 10,727

四半期純利益 6,677
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年２月１日 
 至 平成21年７月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前四半期純利益 56,319

減価償却費 93,022

貸倒引当金の増減額（△は減少） 319

賞与引当金の増減額（△は減少） △262

退職給付引当金の増減額（△は減少） △11,562

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △12,504

受取利息及び受取配当金 △281

支払利息 14,470

売上債権の増減額（△は増加） 34,668

たな卸資産の増減額（△は増加） △81,210

仕入債務の増減額（△は減少） 25,121

その他の流動資産の増減額（△は増加） 503

その他の流動負債の増減額（△は減少） 27,078

未払消費税等の増減額（△は減少） △6,903

その他 21,801

小計 160,582

利息及び配当金の受取額 281

利息の支払額 △17,440

法人税等の支払額 △58,476

営業活動によるキャッシュ・フロー 84,946

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △405

無形固定資産の取得による支出 △151

投資活動によるキャッシュ・フロー △556

財務活動によるキャッシュ・フロー  

長期借入金の返済による支出 △60,000

自己株式の取得による支出 △2,410

配当金の支払額 △22,191

長期預り保証金の返還による支出 △60,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △144,601

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △60,211

現金及び現金同等物の期首残高 402,339

現金及び現金同等物の四半期末残高 342,127
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当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、「四半期連結

財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

該当事項ありません。 
  

1 事業の種類別セグメント情報 
   前第2四半期連結累計期間（自 平成20年2月1日 至 平成20年7月31日）及び 
   当第2四半期連結累計期間（自 平成21年2月1日 至 平成21年7月31日） 
    当社グループは、映画全般(テレビ映画)に係る制作のための事業を営んでおり販売市場等 
   の類似性から判断して、事業の種類別セグメント情報は記載しておりません。 
  
2 所在地別セグメント情報 

   前第2四半期連結累計期間（自 平成20年2月1日 至 平成20年7月31日）及び 
   当第2四半期連結累計期間（自 平成21年2月1日 至 平成21年7月31日） 
    本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店は存在しておりませんので、該 
   当事項はありません。 
  
3 海外売上高 

   前第2四半期連結累計期間（自 平成20年2月1日 至 平成20年7月31日）及び 
   当第2四半期連結累計期間（自 平成21年2月1日 至 平成21年7月31日） 
    海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため記載を省略しております。 
  

該当事項ありません。 

  

(4) 継続企業の前提に関する注記

(5) セグメント情報

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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「参考」

前中間期に係る財務諸表

（要約) 中間連結損益計算書

科目

前中間連結会計期間

  （自 平成20年2月1日
  至 平成20年7月31日）

金額（千円）

Ⅰ 売上高 1,384,898

Ⅱ 売上原価 1,043,603

   売上総利益 341,295

Ⅲ 販売費及び一般管理費 271,578

   営業利益 69,716

Ⅳ 営業外利益 1,681

Ⅴ 営業外費用 16,096

   経常利益 55,300

Ⅵ 特別損失 23,180

   税金等調整前中間純利益 32,120

   法人税、住民税及び事業税 34,585

   法人税等調整額 △ 7,604

   中間純利益 5,140
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